技術手法2023-1-99


2023年度第1回技術手法委員会 議事録(案)




　
 一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会

１．開催日時　：　2023年7月5日（水）13:30～15:00
２．開催場所　：　オンライン会議（ZOOM）
３．出 席 者　： （順不同・敬称略）　
特別会員　　清友　大造
　一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
特別会員　　徳　正芳
　一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
特別会員　　奥山　千穂
　一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
特別会員　　兼子　邦彦
　一般社団法人SCCCリアルタイム経営推進協議会　　
特別会員    遠城　秀和  　ITコンサルタント
幹事会員　　斉藤　孝平　　株式会社NTTデータ経営研究所

幹事会員　　柳　紀夫　　　日本電気株式会社
正　会員　　岡村　俊也　　株式会社グローバルワイズ
正　会員　　佐合　翔平　　株式会社グローバルワイズ

正　会員　　猪股　洋二　　パティオシステムズ株式会社
正　会員　　柏原　一夫　　キヤノンITソリューションズ株式会社

正　会員　　関野　耕志　　キヤノンITソリューションズ株式会社

正　会員　　坂本　和彦　　株式会社エクス
賛助会員    野田　和巳  　特定非営利活動法人ITコーディネータ協会
　　　 賛助会員　　笠原　浩平　　石油化学工業協会

事 務 局　　菅又　久直　　一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会  
出席者16名
４．議事概要　
2023年度第1回技術手法委員会は、以下の議事を実施した。
（資料：技術手法2023-1-01第1回技術手法委員会議事次第）
４－１．2023年度JEC-SIPS委員会体制及びリーダーの選出
　事務局菅又より、資料に基き、2023年度の国連CEFACT日本委員会（JEC）及び技術手法委員会体制の説明が行われた。
（資料：技術手法2023-1-02 JEC-SIPS推進体制）
引き続き2023年度の技術手法委員会及びタスクフォースの委員長の選出が行われ、次の通り決定した。

技術手法委員会委員長


菅又久直

国際連携タスクフォース委員長

遠城秀和

業界横断EDIタスクフォース委員長
兼子邦彦

４－２．2023年度技術手法委員会活動計画
　2023年度技術手法委員会の活動計画及び活動スケジュールについて、事務局菅又より説明が行われた。

（資料：技術手法2023-1-03　技術手法委員会＆タスクフォース活動計画）
（資料：技術手法2023-1-04　技術手法委員会スケジュール）
・技術手法委員会スケジュール
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【コメント】
· 兼子委員：
4月にデータ連携に関する取組として「ウラノス・エコシステム」が経済産業省・情報経済化より発信された。また、関連して蓄電産業政策促進に関わる補助金事業も発表されている。
デジタル庁及びIPA/DADCの進めるデータ連携基盤との関係性は不明。　　　
· 遠城委員：
· 国連CEFACT標準やISO TC68/ISO20022など、XMLベースの標準化が進められてきたが、実装が容易ではなく、ソフトウェアを開発する人材も乏しく、導入がなかなか進んでいない。
· 小さめのAPIを設計し、導入をやりやすくする必要があろう。ただし、ビジネスにおいては項目の意味情報の共有にとどまらず、文書（メッセージ）としての証跡も必要であり、それを両立させなければならない。
· 最近、データに関する議論（データサイエンス）が活発ではない。改めてベース技術を考える必要があるかもしれない。
４－３．貿易デジタル化推進プロジェクト国連CEFACT提案
　第40回国連CEFACTフォーラムが、2023年5月8日から12日の1週間、スイス・ジュネーブの国連欧州本部にて、4年ぶりの対面方式で開催された。
　当フォーラムにおいて、日本より国連CEFACT プロジェクト“Buy/Ship/Pay Data Exchange structure for Trade Finance Facilitation”に対して、貿易情報データパイプラインの構築を目指すために、商流・物流・金流データの相互運用性に焦点をあてた提言を行った。
　提言の発表者は次の３名。

菅又久直（SIPS）

染谷悟（TradeWaltz）

新谷哲之介（東京海上日動火災保険株式会社）
　本活動は、経済産業省2022年度補正事業「貿易プラットフォーム活用による貿易手続きデジタル化推進事業」の一環として実施された。
　提言概要は以下の通り。
· このプロジェクトをECE地域のみならず、世界中に適用すること。

· 売買契約から決済、支払いまでの取引プロセス全体にプロジェクトの範囲を拡大すること。

· BSP-RDM の下の参照データモデル全体につきフレームワークを見直すこと。

· 新たに信用状と保険証券を含むTrade Finance参照データ モデルを構築すること。

· 以下のような国境を越えた取引文書をサポートする、 CCLを使用した、BRS および eBusiness 標準を開発及び維持すること。

· 売買契約／インボイス／船荷証券／原産地証明／信用状

· パッキングリスト／倉庫証券／貨物保険証

· 貿易金融における電子メッセージを規定するにあたってはISO TC68 (ISO20022 チーム) と協力して推進すること。
【コメント】
· 日本では電子化船荷証券の正当性を担保する法制度の整備が目前であるが、電子証券の正当性を保証するには単一レジストリ（タイトル・レジストリ）への登録が必要となりそうで、分散型による普及は難しい。
· データモデルの粒度の違いは、そのデータを使うビジネスニーズに起因しており、一概に細かい粒度の積み上げ構造が是であるとは言えない。

４－４．今後の予定
＊AFACT中間会議（京都）：7月10日-11日

＊第1回国際連携タスクフォース：（7月19日）

＊第1回業界横断EDIタスクフォース：（8月2日）
以 上
　
配布資料：
技術手法2023-1-01　第1回技術手法委員会議事次第
技術手法2023-1-02　JEC-SIPS推進体制
技術手法2023-1-03  技術手法委員会＆タスクフォース活動計画

技術手法2023-1-04　技術手法委員会スケジュール

技術手法2023-1-05　貿易デジタル化推進プロジェクト国連CEFACT提案
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